
令和２年２月１９日 

生 活 文 化 局 

都民の消費生活に関する意識調査を実施しました！ 

東京都では、毎年度、今後の施策展開の参考とするため、消費生活基本調査を実施してい

ます。今年度は、都民の消費生活における意識や行動等を把握することを目的として、「都民

の消費生活に関する意識調査」を実施しました。その結果のポイントをお知らせします。 

なお、平成 27 年度にも同テーマで調査を実施しましたが、結果に大きな変化は見られませ

んでした。 

《調査の概要》  

調査対象：都内に在住する 18 歳以上の男女 3,000 人 

調査時期：令和元年 10 月 18 日（金）から同月 21 日（月）まで 

調査実施方法：ＷＥＢアンケート調査 

 

  

【消費行動が社会・経済・環境等に影響を及ぼす可能性の認知】 ＜概要版 P7、報告書 P18＞ 

・ 「知っている計」79.2％（知っている 25.4％＋なんとなく知っている 53.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 20 代以上では年代が上がるにつれて認知度が高くなっており、20 代が 67.8%で最も低く、70 代

が 89.8%で最も高い。なお、18・19 歳は 83.3%であった。 

 

【日常生活で心掛けていること】（複数回答）<概要版 P9、報告書 P21> 

・ 「買い物に袋が必要な場合は、マイバッグを持参する」が 66.3%と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費行動が社会・経済・環境等に影響を及ぼす可能性を約８割の人が認知 

【問合せ先】 
生活文化局消費生活部企画調整課   
電話 03-5388-3076（直通） 

日常生活で心掛けていることがある人は約９割 

買い物に袋が必要な場合は、マイバッグを持参する

食べ残しを減らす（食品ロスの削減）

必要な食品を必要なときに必要な量だけ購入する
（食品ロスの削減）

省エネや節電につながる行動を実践する

マイボトルを持ち歩く

3R［リユース（再利用）、リデュース（ごみを出さない
工夫をするなど）、リサイクル］を心がける

地元の産品を購入する（地産地消）

ストローなど使い捨てプラスチックの
使用を減らす

リサイクル素材を使ったものや省エネ製品など
環境に配慮した商品を購入する

被災地の産品を購入する（被災地支援）

フェアトレード製品の選択

福祉施設で作られた製品を購入する
（障害者の自立支援）

寄付付き商品を購入する

エシカル消費に関連する認証ラベル・マークの
ついた商品を購入する

その他

特に心掛けていることはない
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【直近１年間での消費生活トラブルの経験】<概要版 P11、報告書 P28> 

・ トラブル経験あり 16.6％、トラブル経験なし 83.4% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直近１年間での消費生活トラブルの内容】（複数回答）<概要版 P12、報告書 P29> 

【消費生活トラブルの原因となった商品・サービスの販売形態】（複数回答） 

        <概要版 P13、報告書 P32> 

【消費生活トラブルに遭わないために必要なこと】（複数回答）<概要版 P17、報告書 P54> 

・ 「消費者自身が知識を身に付けて、トラブルに遭わないように注意する」が 81.6%と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 調査結果の概要は、別添資料をご覧ください。 

※ 調査結果報告書の全文はこちらをご覧ください。  ⇒ 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/chousa/chousa_etc/ 

直近1年間で約17％の人が消費生活トラブルを経験 

トラブルの内容は「商品・サービスの内容」が44.7%、トラブルの原因となった販

売形態は「カタログ、テレビ、インターネット等で購入した」が46.9%と最も多い。 
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消費者自身が知識を身に付けて、
トラブルに遭わないように注意する

悪質事業者を厳しく取り締まる

都や区市町村などの自治体が消費生活上のトラブル
に関する情報を提供する

事業者が、商品・サービスの品質や契約内容などに
ついて、わかりやすく説明（表示）する

事業者が、商品・サービスの表示や広告についての
ルールを守る

学校での消費者教育を強化する

事業者が、従業員向けの消費者教育を強化する

地域（町会・自治会、老人会、ＰＴＡ等）の日常的な
交流により見守る

その他
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